
１　地方公務員の数
（単位　万人）

地方公務員　２８９．９

警
察

消
防

教
育

総
務
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画 税
務

農
林
水
産

商
工

土
木

28.1 15.7 21.9 7.2 9.3 15.4 39.2 １０９．１ ３９．４

団結権　○
団体協約締結権 ○

地方公共団体の組織・職員と労働基本権

一般行政
（福祉関係を除く）

５８．４

団結権　×
団体協約締結権 ×

団結権　○
団体協約締結権 ×

公
営
企
業
等
会
計

（
病
院
・
水
道
等

）

福
祉
関
係

議会

1．1

労働

0．8

2．9

（参考３）

団体協約締結権　○
争議権　×

（注１）　「地方公共団体定員管理調査（総務省）」（平成20年４月1日現在）による。

（注２）　上記以外に、特定地方独立行政法人の職員０．３万人（「地方公務員給与実態調査（総務省）」（平成19年４月１日現在）による）が存在する。

２　地方公共団体数（平成２１年１月１日現在） ３　地方公共団体における多様な任命権者の例（地方公務員法第６条他）

　　都道府県　　　　　　　４７ 　　・長部局の職員　　　→地方公共団体の長

　　市町村　　　　　１，７８１ 　　・議会事務局の職員　→地方議会の議長

　　特別区　　　　　　　　２３ 　　・教職員　　　　　　→教育委員会

　　・企業職員　　　　　→地方公営企業の管理者

　　合計　　　　　　３，７５４

団体協約締結権 ×
争議権　×

団体協約締結権 ×
争議権　×

（注３）　「一般行政」「福祉関係」「教育」のうち一部（単純労務職員）には団体協約締結権が認められており、これらの職員数は、「地方公務員給与実態調査」において「技能労務職
員」として計上された職員数から推計すると、平成１９年４月１日現在、概ね１６万３千人となっている。

（注４）「公営企業等会計」のうち一部（地方公営企業法の一部適用又は全ての適用を受けない企業の職員）には団体協約締結権が認められておらず、これらを除く団体協約締結権
が認められている職員数は、「地方公務員給与実態調査」において法適用企業の職員数及びその他の企業のうち「技能労務職員」として計上された職員数から推計すると、平成１９
年４月１日現在、概ね１８万６千人となっている。

　　一部事務組合等　１，７９２（平成２０年７月１日現在）

　　広域連合　　　　　　１１１（平成２０年４月１日現在）
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